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開    会 

 

○前田会長 それでは、ただいまから審議会を開催いたします。 

 

議 決 事 項 

 

（１）会長代理の選任について 

 

○前田会長 会長は、引き続き、私のほうで務めさせていただきますが、会長

代理につきましては、原島委員にお願いできればと思いますが、いかがでござ

いましょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○前田会長 原島委員、お願いします。 

○原島委員 務めさせていただきます。 

○前田会長 それでは、会長代理は原島委員にお願いしたいと存じます。 

 

（２）諮問を要しない軽微な事項の改正について 

 

○前田会長 次に、電波監理審議会決定第１号「諮問を要しない軽微な事項」

について、お手元に配付しています委員打ち合わせ資料（案）について、原田

幹事から説明をお願いいたします。 

○原田幹事 諮問を要しない軽微な事項改正案ということで、３ページ物によ

り、説明させていただきます。 

 前回の９７７回の３月１４日の審議会で、諮問第９号として、エリア放送の
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制度整備を行うことにつきまして、規則等の改正の諮問・答申がございました。

本件、地域に限られたエリア放送ということで、コミュニティ放送と同様に、

諮問を要しない無線局として追加するということで、事務局にて改正案作成の

指示を受けておりましたので、ご確認をお願いしたいと思います。 

 資料のとおり、電波監理審議会決定第１号の一部を次のように改正するとい

うことで、規則が施行されます４月２日から適用するということとし、（６）の

項目に「エリア放送を行う地上一般放送局に関するもの」ということを追加さ

せていただきます。それと、（７）につきましては、項ずれをする部分とあわせ

て、若干回りくどい書き方をしておりましたので、その部分について一部修正

をしました。こちらは、放送する人工衛星局に関するものということで、ＣＳ

の１２４度と１２８度の部分につきまして、諮問を要しないということになっ

ております。 

 ３ページ目ですけれども、新旧対照表では、このように（６）の項目に、「エ

リア放送を行う地上一般放送局に関するもの」というのを追加させていただい

て、（７）の項ずれと表記の変更で中身が変わるものではありません。 

 以上が決定事項の変更の部分になります。 

○前田会長 ありがとうございました。何かご質問、ご意見ありますでしょう

か。よろしいですか。はい。特に質問、意見がございませんようですので、本

件につきましては、ただいま配付いたしました委員の打ち合わせ資料の案のと

おりとしてはいかがかと思いますが、いかがでございましょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○前田会長 特に異議がないようでございますので、案のとおりとすることと

いたします。どうもありがとうございました。 

 それでは、総合通信基盤局の職員に入室するように連絡をお願いします。 

（総合通信基盤局職員入室） 
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諮問事項（総合通信基盤局関係） 

 

（１）無線設備規則の一部を改正する省令案及び７００ＭＨｚ帯を使用する特

定基地局の開設に関する指針案について（諮問第１３号） 

（２）周波数割当計画の一部を変更する告示案について（諮問第１４号） 

 

○前田会長 それでは、始めたいと思いますが、最初に、先ほどの委員の５人

そろったところで、会長代理に選任されました原島会長代理から一言ごあいさ

つをお願いします。 

○原島代理 ちょっと御心配をおかけいたしましたが、元気で復帰いたしまし

た。これから会長代理として務めさせていただきますので、よろしくお願いい

たします。 

○前田会長 どうも、よろしくお願いいたします。 

 それでは、審議に入ります。 

 諮問第１３号無線設備規則の一部を改正する省令案及び７００ＭＨｚ帯を使

用する特定基地局の開設に関する指針案について、及び諮問第１４号周波数割

当計画の一部を変更する告示案についてにつきまして、田原移動通信課長、豊

嶋高度道路交通システム推進官及び竹内電波政策課長から御説明をお願いいた

します。 

○田原移動通信課長 まず、諮問第１３号説明資料に沿って、移動通信課の田

原から、概要を御説明させていただきます。 

 ３．９世代移動通信システムの普及に向けた制度整備の関係でございます。

無線設備規則の一部を改正する省令案及び７００ＭＨｚ帯を使用する特定基地

局の開設に関する指針案についての諮問でございます。７００／９００ＭＨｚ
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帯の電波の再編による携帯電話用周波数の確保に関しましては、これまでも９

００ＭＨｚ帯の割当てに関しまして、昨年１２月に３.９世代移動通信システム

普及のための特定基地局の開設に関する指針といたしまして、９００ＭＨｚの

割当てについての指針につき御審議いただき、御答申いただきました。それを

受けまして、開設計画の認定申請を受け付けまして、本年２月２９日に当審議

会においてその開設計画の認定について御審議いただきました。その結果、答

申を受けまして、翌３月１日にソフトバンクモバイルの開設計画を認定させて

いただいたところでございます。 

 ちなみにその９００ＭＨｚ帯につきましては、ソフトバンクモバイルのほう

において、この指針に定めました窓口の設置ですとか、関係者との事前協議と

いったものを現在進めているところでございます。 

 前回この９００ＭＨｚ帯の答申のときにパブリックコメント案という形で御

報告させていただきましたが、今般そのパブリックコメントの結果等を受けま

して、７００ＭＨｚ帯のほうにつきまして、７００ＭＨｚ帯を使用する移動通

信システムの技術基準の制定並びにその特定基地局の開設に関する指針の制定

を行うものでございます。 

 改正概要でございますが、まず１点目、無線設備規則の一部改正でございま

す。こちらにつきましては、７００ＭＨｚ帯を使用する移動通信システムとい

たしまして、情報通信審議会の一部答申を踏まえまして、ＬＴＥ、Ｗ－ＣＤＭ

Ａ／ＨＳＰＡ、ＨＳＰＡ Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ、ＤＣ－ＨＳＤＰＡという４つ

の方式につきまして、技術基準を定めるということで、無線設備規則の中の空

中線電力の許容偏差ですとか、副次発射の強度ですとか、個々のシステムの無

線設備の条件及び周波数の許容偏差、占有周波数帯幅の許容値、こういったも

のの無線設備規則上の規定を改正するものでございます。こちらにつきまして

は、情報通信審議会の一部答申を踏まえた形での改正となってございまして、
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これに関する意見募集の結果でございますけれども、基本的に賛成という意見

が３件寄せられてございます。 

 次に、開設指針の部分でございます。７００ＭＨｚ帯を使用する特定基地局

の開設に関する指針案でございますが、こちらにつきましては、３.９世代移動

通信システムの普及のための特定基地局の開設に関する指針、これは９００Ｍ

Ｈｚ帯のときに定めたものでございますけども、こちらの一部を改正する告示

案という形になります。 

 概要につきましては、別添２の横紙の資料でございますけども、前回９００

ＭＨｚ帯の認定の御審議が終わった後に御報告をさせていただきましたけれど

も、そちらと同じものでございますが、別添２に即して簡単に御説明させてい

ただきますと、９００ＭＨｚ帯は１５ＭＨｚ幅×２を１者に割り当てるもので

ございましたが、７００ＭＨｚ帯につきましては、１０ＭＨｚ幅×２を３者に

割り当てるという形にしてございます。 

 ③の携帯電話事業者が移行費用を負担する形で再編を実施するということで

すとか、絶対審査基準及び競願時審査基準により審査するということにつきま

しては、基本的に９００ＭＨｚ帯のときと同じでございます。ただ、④の部分

でございますが、この７００ＭＨｚ帯につきましては、地デジの再編の跡地を

使うということで、地上デジタル放送のテレビブースターのほうに受信障害が

出る可能性があるということでございますので、開設計画の認定を受けた事業

者、携帯電話事業者のほうでそのブースター対策を行いながら、基地局整備を

進めることになっております。あと、⑥でございますけれども、より多くの者

が電波を有効活用できるようにということで、９００ＭＨｚ帯を割り当てられ

た者については劣後させるということで、ソフトバンクモバイルが申請してき

ても、ここで劣後させるという形になります。 

 具体的にその審査基準の内容でございますけれども、おめくりいただいて、
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別添２の２ページ目でございますが、下線部が９００ＭＨｚ帯の開設指針と異

なる部分でございます。基本的に周波数帯が異なりますので、絶対審査基準の

③のところでございますが、移行費用、最低限必要なものとして、既存のラジ

オマイク及び放送のＦＰＵ、これの移行経費になりますが、最低限必要な費用

は６００億円という形になってございます。あと、下線部でございますけど、

④番、人口カバー率の規定でございますが、認定後７年というのは変わりませ

んけれども、認定の時期が前回の９００ＭＨｚ帯よりも１年後になっておりま

すので、この期限が平成３１年度末という形で、前回の９００ＭＨｚ帯の時よ

り１年後になっております。⑤についても同様でございます。 

 ⑥の部分、ウのところに割当てを受けた全事業者間で、ア・イの実施方法に

ついて協議とありますけれども、こちらについては、９００ＭＨｚ帯は１者の

みでございますけども、７００ＭＨｚ帯につきましては最大３者が認定を受け

るということでございますので、その３者で協力して、終了促進措置に取り組

んでいくという形の規定でございます。それに応じてというか、３者になりま

すので、申請期間中に他の申請者と事前協議を禁止するということを書いてあ

ることと、⑧について、先ほどブースター障害の関係でございますけども、地

上デジタル放送の受信障害の防止及び解消措置に関する計画を開設計画に書い

ていただくという形になっております。 

 競願時審査基準、こちらも基本的には９００ＭＨｚ帯のときと同じでござい

ますが、費用の上限がこちらの場合、７００ＭＨｚ帯の場合は１,５００億円と

いう形になってございます。人口カバー率の時点の規定は、先ほどと同様１年

ずれているというところでございまして、あと、そのほかの規定は同じでござ

います。 

 また、今回、３者に割り当てるということ、枠が３つということでございま

すので、その３つの中でもどのブロックを申請するかというのは、事業者によ

-6- 



ってまちまちだろうということで、その希望するブロック、周波数のブロック

が重複した場合は、競願時審査基準を適用して、上位者から希望の順で割り当

てるという考え方にしております。 

 概要が以上でございますけれども、あと、パブリックコメントの結果を含め

まして、具体的細部について豊嶋のほうから引き続き説明させていただきます。 

○豊嶋高度道路交通システム推進官 開設指針につきまして、今、概略を申し

述べた点を中心に、細部の説明をさせていただきたいと思います。続きまして、

資料の別添３を御覧ください。開設指針の骨子というものがございます。実際

の開設指針の案文自身は、別添４ということで、９００ＭＨｚ帯の開設指針を

改正した格好になっておりますが、そのうち、７００ＭＨｚ帯に関するものに

ついてまとめたものが別添３になっておりますので、別添３の資料を中心に、

主に９００ＭＨｚ帯との違いの部分を中心に説明を申し上げたいと思います。 

 別添３の最初のところでございますが、１番目、特定基地局の範囲、これは

９００と同じでございます。 

 ２番目が使用する周波数の範囲、ここが今回は７００ＭＨｚ帯ということで

ございますので、７７３ＭＨｚを超え８０３ＭＨｚ以下の周波数、３０ＭＨｚ

幅ということで、基地局用として３０ＭＨｚ幅の割当てになっております。な

お、この周波数は、今、ＦＰＵ、特定ラジオマイクが使用しておりますので、

別途、周波数割当計画の説明をいたしますが、周波数割当計画において、これ

らの使用期限については、平成３１年３月３１日と定めているところでござい

ます。 

 ３番目でございますが、特定基地局の配置及び開設時期、ここの部分につい

ては、この（１）、（２）の部分、先ほどもありましたように具体的な年度につ

いては、９００ＭＨｚ帯とずれますけれども、人口カバー率８０％、それと３.

９世代システムの開始時期のこの２つの要件については、９００ＭＨｚ帯と変
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わっておりません。なお、９００ＭＨｚ帯においては、これ以外に３.９世代シ

ステムに限定しておりませんでしたけれども、認定から４年後の段階で人口カ

バー率５０％という基準を示しておりました。これは、９００ＭＨｚ帯は、全

部で１５ＭＨｚの幅のうち、５ＭＨｚは周波数移行が不要である周波数がござ

いましたので、移行と無関係に設置できるという観点でカバー率を設けており

ましたが、今回７００ＭＨｚ帯については、全て移行しなければ使用はできな

いということでございますので、４年後の人口カバー率の条件は外しておりま

す。 

 ４番目の点については、同じでございます。技術の導入について求めていま

す。 

 ５番目が終了促進措置、いわゆる周波数移行の関係でございます。（１）番目、

対象となる無線局ということでございますが、平成３１年３月３１日前までに

終了させるということで、①、②の２つ、すなわち、①番目は、ＦＰＵと呼ば

れている放送業務用の無線局、②が特定ラジオマイクの無線局、この２つの無

線局について終了促進措置を実施するということにしております。費用負担の

範囲につきましては、（２）の①、②とございますが、無線設備及びこれに附属

する設備の取得に要する費用、いわゆる新しい設備の取得、それと、もとの設

備と交換をしますので、その変更工事費用の２つについて負担をするというこ

とであります。 

 なお、９００ＭＨｚ帯については、これ以外に３つ目のカテゴリーとして、

プログラムの変更費用というのを掲載しておりましたが、今回、２つのシステ

ムについて、移行の方法について調査をいたしましたが、プログラムの変更を

伴うものはないと、いわゆるソフトウェア改修を伴うものはないということで

ございますので、その部分は外しております。 

 続きまして、次ページ、２ページになりますが、（３）番目でございます。終
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了促進措置の実施に関係する事項ということで、実際に移行するための手順の

部分でございます。ここの部分は、基本骨格は９００ＭＨｚ帯と全く同じにし

ておりますが、今回は最大３者を認定するということになりますので、その点

を加味した部分が（３）の①として追加をしております。要するに、最大３者

が認定された場合については、実際の終了促進措置について共同して実施する

ことという部分が加わっております。認定開設者は、②、③、下にありますが、

移行に際しての周知、あるいは通知の事項及び最終的に合意をする部分につき

まして、他の全ての認定開設者と共同して実施をすると。実際に共同して実施

する方法について、認定から三月以内に協議をして合意しなさいというものが

加わっております。 

 なお、終了促進措置に要した費用について、１の認定開設者が負担する金額

は、認定数で除した額とすると。認定数は最大で３ですので、３者に認定され

た場合については、１者当たり最終的には３分の１という負担になるように終

了促進措置を実施すべしとの内容になっています。この点が９００ＭＨｚ帯と

異なる点でございます。 

 ②番目は、周知・通知の時期、手順。これは９００ＭＨｚ帯と同様でござい

ます。 

 ③番目についても同様でございます。この周知、通知をするに当たって、免

許人団体との間で事前に実施方法について協議をする。これは９００ＭＨｚ帯

と同様でございます。 

 ④番目、これは実際に移行について合意をする部分でございますが、ＦＰＵ、

特定ラジオマイクの免許人の間で、終了促進措置の内容について協議を行うこ

と。ここは同じでございます。ただし、この④番目のうち、３行目でございま

すが、一部移行期間中、暫定的に既存の無線局と携帯電話基地局との間で周波

数を共用すると、いわゆる場所を隔てて共用するケースも考えられますので、
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今回については、無線局の廃止、または変更を行うまでの間に特定の基地局と

周波数をもし共用するようである場合については、その共用の条件についても

併せてきちんと協議しておいてくださいということを明示しております。 

 ⑤番目については、同様でございます。 

 続いて、（４）番目でございますが、９００ＭＨｚ帯の際に透明性の確保とい

うことで盛り込んでいる部分でございますが、ここの部分については、７００

ＭＨｚ帯も同様でございます。ただし、１点だけ追加をした部分がございまし

て、（４）の②番でございます。今回共同して終了促進措置を行うということに

関連しまして、認定までの間に他の全ての申請者と終了促進措置に係る（３）

の①の実施方法、具体的に言うと、周知、通知に関するその実施、あるいは合

意の方法、そういうものについて事前に協議、調整等を一切行わないこととい

う部分が新たに付け加わっております。それ以外の部分については同様でござ

いまして、（４）の中でいうと④番については、合意の日から一月以内の窓口の

設置。⑤番目は、実施手順の通知を免許人にした場合は、それを公表すること。

⑥番目については、負担の公平性の確保。⑦番目については、合意内容の書面

又は電磁的記録による保管。⑧番目については、四半期ごとの実施状況の報告

の部分については、全て９００ＭＨｚ帯と同様の内容となっております。 

 続きまして、３ページ目でございますが、（５）番目、（６）番目についても

同様でございます。総務大臣における確認、公表、それと、（６）番目ですが、

迅速な合意形成を図るための対策、円滑な実施を図るための体制の整備等につ

いて努めなければいけない。これは競願時審査基準につながるものでございま

す。 

 その下、６番目、開設計画の認定の方法でございますが、今回は３つの枠と

いうことでございますので、（１）番目、申請できる周波数の幅は１０ＭＨｚ幅

とするというふうになっております。なお、先ほど説明したように、３つの認
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定の枠がございますので、最終的に具体的にどこのブロックに周波数の指定を

するのかという部分まで決めなければいけないものですから、それに先立って

希望を明確にしていただくということで、希望する周波数の範囲として、ここ

にある３つのブロックについて御希望される順番を開設計画に記載をしてくだ

さいという部分が９００ＭＨｚ帯と違うところでございます。 

 （２）番目、絶対審査基準の要件審査でございますが、先ほど９００ＭＨｚ

帯の開設計画の認定を受けた者は劣後するというふうに申し上げましたが、そ

の具体的な劣後の、いわゆる審査の処理の手順を記載してございます。（２）の

ただし書きの部分でございますが、絶対審査基準に適合して要件を満たす申請

が９００ＭＨｚ帯の認定開設者を除いて３者の場合については、その除いた３

について認定を直ちにいたします。したがいまして、９００ＭＨｚ帯の認定開

設者が絶対審査基準にもし適合していたとしても、それを除いた数が３であれ

ば、直ちにその３者を認定することとなります。また、９００ＭＨｚ帯の認定

開設者を除いても４以上の場合については、競願時審査基準に進むということ

で、９００ＭＨｚ帯と同様の競願時審査基準を適用し、最終的にその数が３に

なるまで審査を行うという形になっておりまして、ここは、いわゆる９００Ｍ

Ｈｚ帯の認定開設者が審査において劣後するという具体的な処理手順となって

おります。 

 その下①番、②番、それぞれ絶対審査基準、競願時審査基準でございますが、

審査の基準については９００ＭＨｚ帯とほぼ同じでございます。違う点として

は、①のウ、負担可能額、絶対審査基準における負担可能額は、今回は６００

億円というふうになっております。それと②の競願時審査基準のア、いわゆる

第１基準の部分でございますが、これの上限が１,５００億円というふうになっ

ております。それとイの部分、ウの部分については、９００ＭＨｚ帯と全く同

じ審査基準にしております。 
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 ページをめくりまして、４番目ですが、それ以外の部分でございますが、先

ほど申し上げましたように、今回３枠の認定を行うという形になりますので、

最終的にどの周波数ブロックを指定するかという部分でございますが、（３）の

①、各認定開設者の周波数の指定につきましては、開設計画に記載した希望す

る周波数の範囲に基づいて行うことを原則としますが、簡単に言うと、希望が

重複している場合につきましては、競願時審査基準に係る審査における基準へ

の適合度合いが高い者の希望を優先する。つまり、競願時審査基準を適用して、

一番基準に合致している者の希望から順番に指定をするという形にさせていた

だくという部分が付け加わっています。 

 それと②番目は９００ＭＨｚ帯と同様でございます。③番目については、ブ

ースター障害対策について、開設計画にその具体的な対策を記載するとともに

費用の負担等、必要な事項についてあらかじめ全ての７００ＭＨｚ帯の認定開

設者間で協議し合意した上で、ブースター対策については共同して実施してい

ただくという内容になっております。この③番目は９００ＭＨｚ帯にはない規

定となっております。 

 詳細は以上でございまして、本件につきまして、パブリックコメントを３月

の１日から３０日まで行いました。別添５のほうを御覧いただければと存じま

す。３０日間パブリックコメントを行いまして、指針に関係する御意見として、

総数１９件を頂いております。法人・団体関係１４件、個人から５件の御意見

をいただいております。２ページ以降、その御意見の概要、それと考え方を順

番に列記しておりますが、主なところを紹介したいと思います。 

 まず、認定の基準全体に対する御意見ということで、一番上でありますと、

今回の割当方針、全般としては賛同するという御意見が、携帯電話事業者様３

者からちょうだいしています。速やかな割当てをしていっていただきたいとい

う御意見がきております。これが１番目です。 

-12- 



 ２番目が、今回３枠ということに関係しまして、イー・アクセスから、３者

に認めることによって競争がより促進されるということで、賛同する御意見を

ちょうだいいたしております。それと、同じところの下、３番目の部分でござ

いますが、競願時審査基準の実際の配点の割合についての御意見をいただいて

おります。９００ＭＨｚ帯の審査結果において公表された基準Ａ、Ｂ、Ｃの合

計点における比率は、それぞれ同じ比率にしましたが、これを変更しないでい

ただきたいという意見をいただいています。なお、その競願時審査基準の基準

Ｃの中のうちのプラチナバンドの有無の配点と契約数の配点については、簡単

に言うと、プラチナバンドの有無の配点を高くしてもらいたいという意見が併

記をされておりました。 

 この部分については、今回、開設指針を改正する形で７００ＭＨｚ帯を追加

するということでございまして、考え方、全く同様にいたしたいと思っていま

すので、考え方として、今回は９００ＭＨｚ帯と全く同一ということで、何ら

基準は改正しておりませんので、基準３の配点比率を変えることは一切考えて

おりません。同様に、基準Ｃの中における配点についても、９００ＭＨｚ帯の

認定と異なるべき特段の事由は発生しておりませんので、変えるということは

しないという形で、９００ＭＨｚ帯と同様の審査をしていきたいと考えており

ます。 

 続きまして、ちょっとページを飛びまして、４ページ目に飛んでいただけれ

ばと思います。終了促進措置、いわゆる引っ越しに関係する御意見でございま

すが、４ページ目のうちの真ん中の８、９、１０、若干意見の中身で幅があり

ますけれども、例えば８番目の部分ですが、いわゆる移行するということに関

しまして、認定開設者と既存免許人との協議が難航することがあるならば、い

わゆる円滑な合意形成に対して行政の支援を望むという趣旨の御意見を８、９、

１０という形でちょうだいをいたしております。 
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 これにつきましては、９００ＭＨｚ帯と同様に、今回は費用負担の範囲等は

規定しておりますが、移行時期とか、費用負担の方法等は協議をしていただく

と。それに基づいて進めるという点については、従来と変わるところがないと

いうことでございます。既に９００ＭＨｚ帯では実施しておりますけども、総

務省におきましては、関係者に対して周波数再編に関する周知、広報というの

をまずしっかりしていきたい。併せて、四半期ごとに実施の状況について報告

を受けると、これも開設指針に明記をしておりますので、これに基づきまして

進捗状況を確認し、公表する形で、オープンな形で合意形成に努めてまいりた

いというふうに考えておるところでございます。 

 それと、５ページ目のちょっと下のところに、５ページから６ページにつな

がります、長文の部分でございますが、御意見をちょうだいしております。趣

旨を説明いたしますと、移行費用に関係しまして、ラジオマイクの移行費用に

ついて、実際もうちょっと額が小さいのではないかという御指摘がございまし

た。併せまして、ＦＰＵについては、移行そのものは不要ではないかという御

意見をちょうだいいたしているところでございますが、ここの部分につきまし

ては、一般的にちょっと誤解が生じやすいところでございますので、考え方の

ところは詳し目に書いております。かいつまんで申し上げますと、６ページ目

の「まず」のところを御覧いただきたいのですけれども、今回、移行費用とし

て計上しておりますのは、例えばマイクで申し上げますと、マイク一本の値段

ということではなくて、マイクを含めまして、附属設備あるいは工事費用を含

めた全ての費用という形で費用負担の額を計上させていただいております。「さ

らに」の部分でございますが、実はラジオマイクというシステムは、品質によ

ってＡ、Ｂと複数種類がございます。実は、今回移行対象になっておりますの

が、免許が要る高品質型のラジオマイクというものでございまして、いわゆる

一般で売られているマイクと別物でございます。品質が高いということもござ
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いまして、市場価格を調査いたしましたが、少なくとも額が一般のワイヤレス

マイクの安いものに比べてかなり高いくなっておりますので、実費の計算を踏

まえますと、今回の移行費用の額、いわゆる上限・下限の額という形になろう

かと思っています。なお、ＦＰＵにつきましては、７００ＭＨｚ帯以外でも高

い周波数でＦＰＵを割り当てている実態はございますけれども、電波特性が違

いますので、実際は使い分けが行われていると。ＦＰＵの周波数の移行につい

ては、かなり慎重に手順を踏んでおりまして、平成２２年度の電波利用状況調

査における結果を踏まえながら、周波数アクションプラン等において移行先周

波数を公表しながら、あるいはパブリックコメントをちょうだいしながら公表

してきたところで、この結果を踏まえたものということでございますので、移

行としては必要であるという判断をしております。 

 それと、７ページ目でございますが、ブースター障害の関係について、御意

見をいただいている部分でございます。２０番のところでございますが、ここ

の部分、ページをめくりまして、御意見のコアになっている部分が、これは、

ＮＨＫ様からいただいた部分ですが、下から５行目のところでございますが、

「したがって」の部分でございます。携帯電話の基地局の開設指針にはブース

ター障害等の防止又は解消の計画に受信障害の防止と解消に向けた放送事業者

への情報提供に関する事項を記載することを求めますという御意見がきていま

す。この背景は、「したがって」の文章の上のほうにございますが、４行ほど上

ですか、地上デジタル放送の受信者には障害の原因が不明であったり、申告先

がわからなかったりということで、障害時には放送事業者に相談・苦情が寄せ

られることが想定されると。そういうことがないように、受信障害の防止・解

消の対策について情報提供が必要じゃないかという考え方が示されております。 

 この点につきまして、右側の考え方にございます、同じ８ページのところで

ございますが、防止・解消するための方法の実施に関する地上デジタル放送を
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行う放送事業者との連絡及び調整を開設指針の中に明示をするという修正をい

たしております。ブースター対策の計画を記載する際に、この放送事業者との

連絡調整の計画も併せて記載をするということを明示させていただいたところ

でございまして、これがパブリックコメントを受けて、修正を加えている部分

でございます。 

 それと、同じページの８ページ目の下の２２番目でございますが、このブー

スター障害に関係してですが、携帯電話事業者３社から寄せられている意見と

しまして、影響を受ける従来型のテレビ受信ブースターが、開設計画の認定以

降も新たに設置、利用されることがないように関係者に対して周知・啓発等図

る等の措置をしていただきたいという御意見が寄せられておりますので、この

点につきましては、円滑な携帯電話の割当て及び受信環境を維持するという点

は、全くそのとおりでございますので、総務省としても、今後、ブースター障

害等の対策に係る関係団体への周知・啓発等の対応を検討してまいりたいとい

うふうに考えております。 

 主要なところは以上でございます。 

 全体の一番最初の資料のほうにちょっと戻っていただければと存じます。 

 諮問第１３号説明資料の２ページ目、裏側でございますが、本開設指針及び

先ほど説明した無線設備規則の一部改正に関係する今後の予定ということで示

しております。本日諮問させていただきましたが、僣越ながら、仮に答申をち

ょうだいすることができましたならば、以後の予定でございますが、答申をい

ただきましたならば、予定で１７日と書いておりますが、官報掲載の手続を経

て、完了した段階で公布・施行とともに、申請の受付に入っていきたいと考え

ております。申請の受付は、法律上は一月を下らない、１か月以上確保すると

いうふうになっておりますので、５月下旬ぐらいまでの期間、申請の受付をし

まして、それを踏まえて、開設指針に基づきまして審査を行い、最終的に開設
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計画の認定ということで、６月を目途としまして、事業者決定に関係をする電

波監理審議会の諮問を再度させていただいて、答申をいただいたならば、事業

者を認定するという手順に入っていくことを希望しているところでございます。 

 なお、４番目ですが、意見募集等の結果につきましては、先ほど申したとお

りでございます。１カ所修正をさせていただいております。３行目でございま

すが、当該意見募集において、開設指針案において、地上デジタル放送のブー

スター障害等の防止または解消に当たり、認定開設者と放送事業者の間の連

絡・調整を行うことが肝要との意見が提出されたことを踏まえまして、この趣

旨を明確にするという観点から一部修正をしておるところでございます。 

 施行期日でございますが、これは答申を得たという前提でございますけれど

も、必要的な事務処理を経て、官報掲載をしますが、おおよその目途として、

１７日ごろに官報掲載できるかと存じます。なお、ここにちょっと誤記がござ

いまして、平成２３とございますが、平成２４の誤記でございます。申しわけ

ございません。という予定にいたしたいと思っています。 

 無線設備規則と開設指針の関係については、以上でございます。 

○竹内電波政策課長 続きまして、諮問第１４号についてご説明をさせていた

だきます。電波政策課の竹内でございます。 

 ただいま移動通信課から御説明申し上げました諮問第１３号に関連をいたし

まして、諮問第１４号は、７００ＭＨｚ帯における３.９世代移動通信システム

の普及に向けた制度整備のうち、周波数割当計画に関するものでございます。

資料を２枚おめくりいただきまして、３枚目参考資料を御覧いただけますでし

ょうか。参考資料、横になったカラーの資料でございますけれども、この上側

に周波数割当計画変更の概要という欄がございます。こちらにございます①か

ら③が今回の主な変更内容でございます。１点目は、７００ＭＨｚ帯の携帯電

話用周波数の確保、２点目が、既存無線局の周波数の移行に関すること、３点
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目が、エリア放送システムへの共用に関する条件を定めるという内容でござい

ます。それぞれポイントをご説明申し上げます。 

 まず１点目の携帯電話用周波数の確保、割当てということでございますが、

この参考資料の１枚目の下側に、７００ＭＨｚ帯関係（周波数再編）という、

紫の枠で囲った部分がございます。上側に現在の割当ての状況を、下側に今回

変更をしたいという変更案の内容を示してございます。今回主な変更点としま

しては、下の変更案の水色で塗ってある部分でございますが、移動業務、星マ

ークがあって２と書いてある部分でございますが、この部分を新たに電気通信

業務用の移動通信サービスに割当てをする。一次業務で割当てをするというこ

とでございます。実際の割当ては、上にも書いてございますが、７１８～７４

８ＭＨｚ及び７３３～８０３ＭＨｚの３０ＭＨｚ幅の上下のペアということで

ございますが、実際の割当計画におきましては、先ほど御説明ありましたよう

に、ガードバンドを含めますので、７１４～７５０ＭＨｚ及び７７０～８０６

ＭＨｚを新たに割当てをするということで、これを移動業務として割当てをい

たしまして、その使用開始の時期を地上デジタルテレビジョン放送のリパック

終了の翌日でございます平成２４年、本年の７月２５日からするものでござい

ます。 

 ２点目は、既存無線局の周波数移行に関する事項でございます。これはこの

同じページの絵で申しますと、帯グラフの一番右側に紫で塗ってある欄でござ

います。移動業務、一次業務として、（放送事業用、一般業務用）と書いてある

ところでございます。この部分を赤字で書いてありますように、現在はＦＰＵ

と特定ラジオマイクという２つのシステムに割当てをいたしておりますけれど

も、ＦＰＵにつきましては、①として書いてございますように、１.２ＧＨｚ帯

及び２.３ＧＨｚ帯への移行を、また、特定ラジオマイクにつきましては、地上

デジタルテレビジョン放送帯域のホワイトスペース等及び１.２ＧＨｚ帯にそ
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れぞれ移行させるということでございまして、それぞれの新しい移行先の周波

数帯に今回割り当てを行うとともに、現在、割当てておりますこの７７０～８

０６ＭＨｚ帯の使用につきましては、その使用期限を平成３１年３月３１日ま

でとするものでございます。すなわち、移行期限として６年間を設けるという

ことでございます。 

 なお、特定ラジオマイクにつきましては、４７０～７１０ＭＨｚ帯の地上デ

ジタルテレビジョン放送帯域のホワイトスペースに加えまして、この図の下側、

変更案の上側の行にございますが、７１０～７１４ＭＨｚも併せて割り当てる

こととしております。この７１０～７１４ＭＨｚ帯の周波数につきましては、

ホワイトスペース推進会議における共用検討の結果といたしまして、放送関係

事業者から、特定ラジオマイク運用の観点といたしまして、この周波数帯をラ

ジオマイクの周波数として確保するよう多数の意見が提出されたところでござ

います。また、情報通信審議会における７００ＭＨｚ移動通信システムの技術

的条件検討におきましても、所要ガードバンド幅の検討の結果、この帯域を特

定ラジオマイクに割り当てることが技術的に可能という結論が得られていると

ころでございます。 

 なお、このＦＰＵ及びラジオマイクの移行先周波数につきまして、ＦＰＵに

つきましては、先ほど１.２ＧＨｚ帯、２.３ＧＨｚ帯と申しましたが、それが

具体的にどこかというのは、その次の２枚目をごらんいただきますと、上側に

１.２ＧＨｚ帯の現在の割り当てと変更案、下側に、２.３ＧＨｚ帯の現行と変

更案をそれぞれお示ししてございます。ちょっとこれ、関係が入り組んでおり

ますが、ＦＰＵにつきましては、２枚目の上側の１.２ＧＨｚ帯の１２４０～１

３００ＭＨｚ、それから、下側の２.３ＧＨｚ帯の２３３０～２３７０ＭＨｚと

いうところを新たな移行先として割り当てるものでございます。また、特定ラ

ジオマイクにつきましては、１枚目の地デジ帯域でございますので、４７０～
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７１４ＭＨｚというところに加えまして、２枚目の上側の欄でございますが、

１.２ＧＨｚ帯の中ほどでございますが、１２４０～１２６０ＭＨｚというとこ

ろを割り当てることとしたものでございます。 

 なお、１.２ＧＨｚ帯のこの下側の周波数１２１５～１２４０ＭＨｚにつきま

しては、ＧＰＳの第２周波数で広く使われているということもございますし、

１２６０～１３００ＭＨｚにつきましては、アマチュア業務への割当てがござ

いますので、ここについてはラジオマイクへの割当ては困難と考えたものでご

ざいます。また、２.３ＧＨｚ帯につきましては、現在、公共業務用で広く使わ

れておりますが、この低いほうの２３００～２３３０ＭＨｚ、それから、高い

ほうの２３７０～２４００ＭＨｚ、ここを上下でペアで使うような利用方法が

一般的でございますので、その中ほど、真ん中の部分については、ちょうど、

言ってみれば、ガードバンドのような形で比較的利用が少ないということで、

この部分にＦＰＵを割り当てるという考え方で今回移行先を指定したものでご

ざいます。 

 ３点目のエリア放送との共用に関する条件でございますが、本年４月２日か

ら導入されましたエリア放送システムにつきまして、特定ラジオマイクとの周

波数共用を図ることとなりますので、本年１月に取りまとめをいたしましたホ

ワイトスペース利用システムの共用方針におきまして、特定ラジオマイクは、

他の周波数帯からの移行でございますので、他のホワイトスペース利用システ

ムに対して優先するという結論が得られているところでございます。このため、

ラジオマイクについて、現行と同等の利用環境を確保する観点から、エリア放

送システムについては、特定ラジオマイクに対して有害な混信を生じさせては

ならず、また、特定ラジオマイクからの有害な混信に対して保護を要求しては

ならない旨を周波数共用に関する条件として定めることとしております。 

 なお、本年度１年間につきましては、具体的な運用調整方法を定める期間と
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いうことでございますので、今年度末までの間につきましては、混信が発生し

ないように個別に対応することとしているものでございます。 

 次の意見募集の結果について御説明を申し上げます。 

 意見募集の結果につきましては、別添１としてお付けしてございますけれど

も、意見募集は３月１日から３月３０日まで実施したところ、１９件の意見提

出がございました。まず最初に、反対意見についてでございますが、資料の別

添１の４ページ目の１０番でございます。ソフトバンクモバイル等からの意見

でございますが、ＦＰＵの移行先周波数に関する意見でございますが、２.３Ｇ

Ｈｚ帯は、移動通信用として確保すべきであるという意見。また、特定ラジオ

マイクの周波数につきましては、６ページ目の１７番、１８番、１９番、２０

番で、これもエクリソン社等からの意見でございますが、特定ラジオマイクの

周波数について、７１０または６９８ＭＨｚ以下に限定すべきであるという意

見がそれぞれ提出されているところでございます。 

 これらにつきましては、総務省といたしまして、移行先周波数については、

既存無線局の免許人からの要望をはじめ、国内の周波数の使用状況を考慮いた

しまして、可能な限り移行するシステムについては、現状と同等の利用環境を

確保するということが必要と考えておりまして、そうした観点から、移行先周

波数を選定したものでございます。 

 また、当該移行先周波数におきましては、周波数を専用に割り当てているわ

けでなく、他のシステムとの共用を図りながら有効利用を図っていくというも

のでございます。これらの移行先周波数につきましては、先ほどのワイヤレス

ブロードバンド実現のための周波数検討ワーキンググループの取りまとめでご

ざいますとか、平成２２年度の電波利用状況調査の評価結果において、意見募

集の結果を踏まえて検討を公表してきたところでございますので、原案のとお

り変更してまいりたいというふうに考えているものでございます。 
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 その他の要望、意見についてでございますが、まず、同じ別添１の資料の３

ページ目の８番の意見でございますが、ＦＰＵと特定ラジオマイクの移行先周

波数である１.２ＧＨｚ帯については、ＢＳ受信の中間周波数となっているとい

うことで、受信障害が生じないように調査し、対策を講じるべきだということ。

また、３ページ目の同じく７番、民放連からの意見でございますが、１.２ＧＨ

ｚ帯における既存無線標定業務の無線局の周波数共用を可能とする仕組みを構

築すべきという意見。あるいは４ページ目の１１番、毎日放送からの意見でご

ざいますけれども、２.３ＧＨｚ帯については、諸外国との干渉、これは特に韓

国を想定されているものでございますが、諸外国との干渉が懸念されるといっ

た要望、意見が提出がございました。 

 これらの意見につきましては、現在、技術的な検討を進めているところでご

ざいまして、今後、技術基準の策定など制度整備をしていく中で、具体的な対

応について検討してまいりたいというふうに考えてございます。ＦＰＵ等につ

いては、まだ技術基準を検討している最中ということでございます。 

 最後に、本件にかかわる施行の日でございますが、答申をいただけますれば、

速やかに周波数割当計画の変更の手続を進めまして、官報に掲載させていただ

いて、速やかに施行していきたいというふうに考えております。 

 以上、諮問第１４号の周波数割当計画の一部変更案について説明をさせてい

ただきました。御審議のほど、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

○前田会長 はい。ありがとうございました。 

 それでは、今の諮問第１３号と第１４号、この全体を含めて御質問、御意見

等がありましたら、お願いします。 

 それでは、ちょっと私のほうから、幾つか。 

 １つは、今のパブコメの中でもあったかと思いますが、ＦＰＵ等が移された

先で二次被害というのは適当な言葉じゃないですが、二次影響が出てくるケー
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スがあろうかと思いますが、これは、当初からその終了促進措置の中身に含ま

れるということになるんですか。向こう側でまたさらに別途費用が発生すると

いうようなケース、それがないように設定するという趣旨なんですか。それと

も、技術基準を設定するという趣旨ですか。それともやっぱり何らかの形で影

響があったときに、それをなくすような措置を移動させられた側が負担しなき

ゃいけないようなケースが発生するとすれば、それはこの終了促進措置の中で

含まれるというふうに考えるべきなんですか。 

○田原移動通信課長 終了促進措置、この６００億円、１,５００億円という試

算がございますけども、こちらについては、先ほどありました、例えばＦＰＵ

で移行した先でそのまたブースター干渉なんかがあった場合のコスト、その対

策費までは積んでございません。あくまでも今の７００ＭＨｚ帯を使っている

ものを１.２ＧＨｚ帯に移すための設備費、工事費といったもののみの試算にな

っております。 

 ＦＰＵと移行先の周波数帯での干渉については、ＦＰＵの技術基準に係る議

論がまだ詰まっていないというか、これからのところがございますので、そう

いった中でどの程度の影響が出るのかというのは、評価していかなければいけ

ない内容だとは思っております。そのコスト負担についてどうするかというの

は、また別の意味での議論があるところではございます。ちなみに、ラジオマ

イクについては、情報通信審議会で技術的な議論はおおむね議論は終了してお

り、現在パブリックコメント中ですが、そういう障害は出ないだろうというよ

うな技術評価の結果が出ておりますので、発生するかしないかというのは、そ

の技術的検討の結果を見てみないと、現時点でははっきりしたことは言えない

ということかと思います。 

○前田会長 検討の結果、何らかの影響が仮にある種の条件で避けられないと

きには、それに対応するものは、当事者間でもともと協議する枠組みになって
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いるので、その気がついた側がちゃんとそれをその協議の中に持ち出して、費

用負担を協議の中に入れるべきであると、そういうことですかね。 

○田原移動通信課長 結局、移行先での協議に実際なってしまうかと思います。

ただ、ブースター障害につきましては、今、７００ＭＨｚ帯そのものでも、例

えばテレビ受信ブースターに関する障害対策、こちらは終了促進措置のコスト

の試算には入れていないところでございますけれども、実際いろいろなところ

でそういう受信系の設備との混信──混信というか、影響というのは出ており

ます。その辺どうしていくかということについては、全体の中でいろいろ制度

も含めて考えていかなければいけない話なのかなとは思っておりますが、基本

的には、その当事者間での議論となり、７００ＭＨｚ帯についても、今後、基

地局を整備する携帯電話事業者がその整備に当たって、周辺の御家庭と調整す

るという形での対策をお願いするという形になりますので、当事者間の議論と

いうのが今の原則でございます。 

○前田会長 ブースターの件はもう数が非常に多い可能性があるので、３者が

それぞれ窓口というのも、なかなかあんまり効率的でないので、そういう意味

では、何かある種、組織体を３者がつくるというイメージですかね。それは当

事者が考えることなのかもしれませんが。 

○田原移動通信課長 対策実施については、３者協議の上、どういう形にする

のかとなりますが、相手方とのことを考えるとある程度統一したほうがいいと

いうことはあろうかと思いますけれども、基地局の整備計画がおそらく３事業

者それぞれで違うということもありますので、個別の調整は各社ばらばらにな

る可能性があると。ただ、この地域とこの地域があまりにもやり方が違うとか

だと、またそれはそれで混乱になると思いますので、指針の中でもそういう取

組については協議して合意を得るようにという形になっておりますので、最終

的にはこの７００ＭＨｚ帯については、この３者の中での協議の結果、最適な
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形の実施体制が組まれるものと考えています。私どもとしても、その結果につ

いて、取組状況については適宜報告を受けてフォローしていくというような形

になっているというところでございます。 

○豊嶋高度道路交通システム推進官 １点補足させていただきますと、今回の

修正を加えた事項で、放送事業者との連絡調整ということを設けさせていただ

きました。この連絡調整の規定を今回設けさせていただいたことによって、携

帯電話事業者３者間での都合の良さに加えて、受信者の代弁という格好で放送

事業者が加わる形で連絡調整をする形になりましたので、そういう意味では、

どちらかというと、受信者サイドから見て対応しやすい形が最終的に形成され

るという形がより強まった形に今回の修正でなっているかと思います。 

○前田会長 今の話はブースター等のその受信障害のときに、費用は３者で、

割る３で負担するようなことになっていると思いますが、その移行期間が終わ

ったときの、これは普通の受信障害と同じになっちゃうのかな。そうすると、

個別に対応するということですかね。対応、たまたまそれにぶつかった事業者

さんが。それは３で割るとかっていう話ではなくて、そこはもう総務省として

は知らない──知らないというとちょっとあれですが、基本的には当事者で解

決すると。 

○豊嶋高度道路交通システム推進官 一定の目途がありまして、今回、実は通

常の開設計画と違いまして、９００ＭＨｚ帯と同様１０年間の設定をさせてい

ただいていますので、１０年間でＬＴＥの整備を進めるという前提にします。

簡単に言うと、この１０年間でほぼ携帯電話の基地局の整備を大体進めてしま

うという、ある程度前提がございます。逆に言えば、基地局を整備する中でブ

ースター障害の対策をしていただかないといけない状態になりますので、開設

計画どおり進もうとするならば、この認定期間の間、いわゆる共同してやりな

さいと言っている期間中にほぼ解消するのではないかと。解消しないというこ
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とは、携帯電話の基地局の開設が進んでないということになります。そういう

部分がありまして、その１０年間で開設計画に従って基地局の整備を進めると

いう立場、一方で、当然反対側として、ブースター対策を共同でするというの

をしっかり見ていきたいという形であります。 

 最終的に、御指摘のとおり、その１０年たった時点で潜在的にまだ残ってい

るということならば、その場合は多分相当箇所は絞られる格好になりますし、

増設する基地局数もかなり変わってきますので、その場合はおそらく個別の携

帯電話事業者が、自分が建てたら起こるというケースのほうがむしろ増えます

ので、共同というよりも、個別で対処を引き続きしていただくという形のほう

が事象としては多くなるのではないかなと思います。いずれにしても、１０年

間にほぼ完了するということを一つの目標としてやっていただきたいというこ

とでございます。 

○田原移動通信課長 あと、現時点の規格のブースターがついてるものですか

ら、それに干渉が起きてしまいますので、今後、周波数の再編後に対応した、

適切な規格のブースターというか、適切な作りのブースターに変えていただく

ということが必要でございます。そういうことに関しましては、関係業界のほ

うに、私ども総務省のほうからもお願いしていって、その１０年間に、新しい

ものに、少なくとも新しく設置されるものはそういった適正な規格のものをつ

けていただけるように環境整備していきたいと考えています。 

○前田会長 ほかにはいかがでしょうか。どうぞ。 

○原島代理 今回３つの帯域の割当てを行うわけですが、負担額は均等案分と

か、共同してという、いろいろありますけれども、やはり３つの帯域の中での

有利不利はそれなりにあると考えてよろしいんでしょうか。その辺が、手続と

か、いろいろ手間とか、いろいろあるかと思いますが、その辺はどう考えてい

らっしゃるんでしょうか。 
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○田原移動通信課長 １０ＭＨｚ×２のブロックが３つということで、この３

ブロックについてどうかという御指摘かと思いますけれども、こちらにつきま

しては、一概にどこがいいどこが悪いというのはなかなか難しいところでござ

います。一般論として、携帯電話などで電波を使用する時は、いろいろ周辺の、

周りの電波を使うシステムと調整をしながら使うというのが一般的でございま

す。そういったときに、やはり同じシステムに囲まれているほうが使いやすい

ということが一般的でございます。そういうことからすると、この７００ＭＨ

ｚ帯に限った話ではありませんけれど、３つ並べて割り当てますと、通常は真

ん中が一番、両側は同じような事業者でございますので、同じようなシステム

と調整するのが一番調整しやすいということからすると、一般論としては真ん

中が使いやすいと。下側については、テレビのシステムとの、場合によっては

運用調整があるかもしれない。運用というか、使い方等の調整があるかもしれ

ない。上側については、ラジオマイクが間に入って、同じ携帯電話システムな

んですけれども、上下が逆の８００ＭＨｚ帯の携帯電話システムが入ってます

ので、こちらとの調整が入るということがあったりします。 

 また、基地局を打つときに、また、これは事業者さんによって違うので、一

般的には言えないのですけれど、その整備をする事業者がどういう周波数の他

のシステムを同じ基地局で運用しているかによって、その電波同士が悪さをし

て使いにくかったりするという、そのかみ合わせみたいなものがありまして、

それは事業者によって違うというところがございます。最終的にはそういうこ

とを、全て申請してくる事業者の中で勘案して、どこを第１希望にするか、第

２希望にするかというのは、事業者によって変わってくるのではないかという

ように思っております。 

○原島代理 少なくとも指針の中で、周波数移行に関しての条件は変わらない

という、そういうことですね。 
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○田原移動通信課長 変わらないです。そういうことでございます。 

○原島代理 周波数移行に関しては変わらないと。 

○田原移動通信課長 費用については、３者であったら、３者案分していただ

くという形になります。 

○原島代理 はい。残りは共同で行うとか、いろいろそういうのも変わらない。

それについては変わらないということですね。 

○田原移動通信課長 はい。変わらないということです。 

○原島代理 わかりました。 

 それから、もう一つ、９００ＭＨｚ帯のときはたまたま新規参入は無かった

わけですけれども、今回に関して、もし新規参入があったときにはどのような

考え方をされるんでしょうか。 

○田原移動通信課長 実際新規参入があったということだと、周波数を持って

いるか持っていないかといったところでどういう加点をするかと、当然持って

いないことが加点ポイントにはなるということでございます。それが、要は、

ほかの周波数を持っていて、１ＧＨｚ以下の周波数を持ってない人と同等にす

るのか、それよりプラスなのかということについてはまだ整理はしておりませ

ん。 

○前田会長 どうでしょうか。他にありませんか。 

 それでは、御質問もないようでございますので、この諮問第１３号及び第１

４号は、諮問のとおり改正及び変更することが適当である旨の答申を行うこと

にしてはいかがかと思いますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○前田会長 御異議ないようでございますので、そのように決することといた

します。 

 答申書につきましては、所定の手続により事務局から総務大臣あて提出して
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ください。 

 

 （３）電波法施行規則及び無線従事者規則の一部を改正する省令案について 

 

○前田会長 それでは、次に、同じく本日諮問されました諮問第１５号電波法

施行規則及び無線従事者規則の一部を改正する省令案についてにつきまして、

竹内電波政策課長からご説明をいただきたいと思います。 

○竹内電波政策課長 それでは、お手元の諮問第１５号説明資料によりご説明

を申し上げます。 

 本件は、無線設備の操作を行う者の資格制度でございます無線従事者の制度

について、２件の改正についてお諮りをするものでございます。内容につきま

しては、資料の参考資料、３ページ目でございますが、こちらからご説明をさ

せていただきたいと思います。 

 無線従事者制度の概要というところがございますが、無線従事者は、無線設

備の操作または監督を行うための資格として、総務大臣が免許を付すという形

で運用しているものでございます。無線設備の操作につきましては、実際に無

線従事者の資格を有する者、または主任無線従事者というふうに書いてござい

ますが、無線従事者の資格を持っている者であって、その選任された者の監督

下で、実際にはその免許を持っていない方であってもその操作をすることがで

きるという２つの方法がございます。資格を持っている方がみずから操作をす

るというやり方と、その資格を持っている方の中で選任された方が監督するも

とで資格を持ってない方が操作をする。その二つのやり方がございます。 

 実際にはこの従事者の資格というものは、現在、全部２３資格、表になって

ございますが、２３資格ございます。類型でいいますと、総合資格、海上資格、

航空資格、陸上資格、アマチュア資格と５分類ございまして、このうち中ほど
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の３つの海上、航空、陸上の３分類につきまして、この主任無線従事者という

制度が認められているわけでございます。総合資格とアマチュアにつきまして

は、これは持っている方本人がやらなければならないという資格類型になって

ございます。 

 この主任無線従事者制度について、２のところで書いてございますけれども、

その２行目にございますように、主任無線従事者の監督下であればと、無資格

者でも操作することができるようにしているということでございます。 

 それで、２番目の○にございますけれども、この主任無線従事者の資格につ

きましては、資格を取った後、選任をするということ、手続が必要でございま

すが、その選任された日から６カ月以内に、この主任講習という講習を受けて、

この無資格者を監督するという業務を実施することができるわけでございます。

②にございますように、選任後の講習を受けた日から３年以内に２回目の講習

を受ければ、またその効力が延長されていくということで、現在はその３年置

きに講習を受けることでこの業務を続けていけるということになってございま

す。 

 実際、この主任従事者を選任している例といたしましては、一番下に書いて

ございますが、海上分野では、国、地方公共団体、漁協等、それから、航空分

野では、航空会社や空港業務会社、陸上分野では、放送事業者、通信会社等々

ということでございます。 

 次の４ページ目にまいりまして、実際この主任講習を受けている方々のおお

むねの人数でございますが、平成２３年度で合計約７８０名、８００人弱が受

けておられるということでございます。これが主任従事者の関係でございます。 

 次に、３番目に、認定講習と養成課程というふうに書いてございますが、こ

の無線従事者の免許を取得する方法としては、一番下に表がございます。４と

して取得状況の表がございますけれども、①、②、③、④とございますが、実
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際に国家試験を受けて資格を取得するというのが①でございます。これがおお

むね年間２万人おられます。それから、養成課程、あるいは認定講習という、

いわゆるその講習を受けて資格を取られる方、これが②、③合計で約６万人い

らっしゃいます。それから、指定された学校、認定された学校のコースを修め

ることで資格を取られる方が約２，５００名いらっしゃいます。このようにい

ろんな資格の取り方があるわけでございます。 

 このうち、②の養成課程、③の認定講習というものは、３でその違いを書い

てございますが、認定講習というのは、既に今、一定の資格を持っている方や

業務経歴を有する方が講習を受けることで、いわゆるアップグレードをするこ

とできる、そういう講習でございます。養成課程といいますのは、特段今、資

格がなくても、その講習さえ受ければ資格が取得できるというものでございま

す。それぞれ対象となる資格は、表にございますように、認定講習については

８資格が、また、養成課程については１４資格がそれぞれ対象となってござい

ます。また、網かけをしてある部分につきましては、営利法人、いわゆる株式

会社がこういう講習を実施するという対象となっているものがこの網かけ部分

となっているものでございます。というのが今の制度の概要でございます。 

 それで、最初のページにお戻りいただきまして、今回諮問させていただきま

す改正案というのは、内容が２点ございます。２の改正概要をごらんいただき

たいと思います。 

 まず、１点目の変更につきましては、（１）のアでございますが、主任講習の

期間の見直しでございます。先ほど申しましたように、無資格者を監督する資

格でございます主任従事者につきましては、現在、３年置きの講習ということ

になってございますが、近年では制度改正等の状況を把握するにも、インター

ネット等で容易に入手ができますし、そもそもその免許の有効期間につきまし

ても、基本的には５年ということで運用してきておりますので、そういったも
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のと均衡、あるいは資格を取られる方々への負担軽減という観点も考慮いたし

まして、この３年以内を５年以内に変更したいというものでございます。 

 それで、養成課程の修了者が申請する総合通信局は、現在、この養成課程を

実施している機関の所属地というふうにしているところでございますが、今回、

これを養成課程の修了者が居住地を管轄する総合通信局への申請を可能とする

ようにしたいと考えているところでございます。また、あわせて、住所が現在、

本邦内にない方については、関東総合通信局に申請をすればいいという形で、

委任先を見直しをしたいと考えております。 

 このイの変更について、なぜこういうことするのかということでございます

が、これは、先ほどご説明いたしました養成課程、あるいは認定講習課程につ

いて、現在は、集合講習の形を前提としております。すなわち、同じ教室に集

まっていただいて、一斉に現場で授業を受けていただくという形でしか運用を

認めておりませんでしたが、やはりこれだけＩＣＴが世の中に進展してきてお

りますので、ｅラーニングによってこういった講習を受けていただくというこ

とを可能にしようということで、今回それが２点目のお諮りしたい内容でござ

います。この２点目の変更を行った結果といたしまして、この講習修了者が申

請する先を現在の居住地を管轄するところに申請していいようにしたいという

のが（１）のイでございます。 

 なお、（２）にございます無線従事者規則の改正で（ア）から（ケ）までにつ

きましては、これのｅラーニングを実施するに当たりまして、必要となる変更

点が９点あるということでございます。１点目は、いわゆるチューターでござ

います。講師とか、チューター、その設問回答でございますとか、添削指導を

行う者の要件を定めるということで、これは従事者規則の２１条でございます。

これはそれぞれ該当する資格を今、有しているということを定めております。

それから、（イ）でございますが、養成課程の授業形態を同時受講型、いわゆる
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テレビ会議でございますとか、遠隔授業で行うような方式に加えまして、随時

受講型ということで、ＶＯＤでございますとか、あるいはＤＶＤの教材を使っ

て受講するという形を認めるというものでございます。 

 それから、２ページ目にまいりまして、（ウ）でございますが、電磁的方法で

作成された教科書の使用を可能にする。これ、現在、紙じゃないとだめとなっ

ております。すいません。今までこうなっておりましたので、おくればせなが

らでございますが、こういうことでやらせていただきます。これによって進捗

状況の管理もやれるようにしていただくということでございます。（エ）でござ

いますが、この業務の一部委託をする場合には、その責任分担を明確にすると

いうことを認定基準としたいということでございます。（オ）でございますが、

ここはｅラーニングを認めるということによりまして、講義場所を長時間にわ

たって確保する必要がないということで、長期の計画を立てやすくなるという

メリットがございます。したがって、複数年度にわたって講習計画をまとめて

立案できる、申請できるというふうにしたいと思っておりまして、３年分まと

めて申請していただいて結構ですということにしたいというものでございます。 

 （カ）につきましては、その修了したときには総合通信局長に報告をすると

いうこと。それから、（キ）につきましては、どこでどういう講習が行われてい

るかということを広く周知する観点から、総合通信局長は、その養成課程、ど

ういうものが認定されているかということを公表するものでございます。（ク）

につきましては、その講習形態を２つに分類をいたしまして、その認定の基準、

報告事項の整備を行う、規定上の整備を行っているものでございます。 

 施行期日につきましては、民間側での準備の状況、それから、総務省側での

データベース等の変更の作業がございますので、来年の４月１日というふうに

したいと考えております。 

 どうぞご審議のほど、よろしくお願い申し上げます。 
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○前田会長 ありがとうございました。 

 それでは、何かご質問、ご意見ありますでしょうか。 

○原島代理 今回ネットがかなり可能になったということと、それから、改正

の（１）のイのところに無線従事者の免許を受けようとする者の住所が本邦内

にない場合というのは、わざわざ断っているということは、もう全世界で受け

る可能性があるということを前提ということ。 

○竹内電波政策課長 はい、さようでございます。実際に海上資格につきまし

ては、例えばマニラでございますとか、インドネシアとか、そういった船員の

方は、特に船の寄港地で有効に時間を使いたいということで、そういったとこ

ろで講習をやっている例も実際ございますので、そういったところでの講習を

した結果をすぐに、直ちに資格取得に結びつけるようにしたいということでご

ざいます。 

○松﨑委員 費用はどのくらい違って来るとか、そういう情報はありますか？ 

○竹内電波政策課長 これは民間で定めるということですので、我々のほうで

基準を設けているわけではないんでございますが、例えばｅラーニングをやる

場合に、実際施設管理者の側で、最近ですとクラウドですとか、いろんな最新

の技術を使いますと、自分でハード・ソフトを全部買わなくても、サービスと

して使うようなやり方をするとかなり安くやれる例もあるんでございますけれ

ども、例えば今、実際に航空通信士の資格をやっている場合にハード・ソフト

を運用して、それを年間の経費で割り戻しますと３,５００万円程度かかると見

積もられておりますが、これをクラウドなんかを効率的に使いますと２,０００

万円程度で済むのではないかと。標準的な一つのコースを運用するのに、年間

の経費はそれぐらいでございますので、あとは、そこにどれくらい人を集めら

れるかということになろうかと思います。また、クラウドもどんどん使い勝手

のいいサービスが出てきておりますので、そういったものでより経費を下げて
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いくことで、ユーザーから見ると安い講習料金というものは可能になるかとい

うふうに考えております。 

○松﨑委員 わかりました。 

○前田会長 ほかにはいかがでしょうか。ありませんか。はい。 

 それでは、ないようでございますが、諮問第１５号は、諮問のとおり改正す

ることは適当である旨の答申を行うこととしてはいかがかと思いますが、よろ

しいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○前田会長 異議がないようでございますので、そのように決することといた

します。 

 答申書につきましては、所定の手続により事務局から総務大臣あて提出して

ください。 

 以上で、総合通信基盤局関係の審議を終了いたします。ありがとうございま

した。 

（総合通信基盤局職員退室） 

（情報流通行政局職員入室） 

 

報告事項（情報流通行政局関係） 

 

○東北３県における地デジ完全移行について 

 

○前田会長 それでは、審議を再開いたします。 

 報告事項といたしまして、東北３件における地デジ完全移行についてにつき

まして、吉田地上放送課長から説明をお願いいたします。 

○吉田地上放送課長 地上放送課長でございます。３月の電波監理審議会にお
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きまして、東北３県、岩手、宮城、福島、各県におきます地上デジタル放送へ

の移行の進捗状況についてご報告申し上げました。その後、３月３１日を迎え

まして、予定どおりアナログテレビ放送を終了することができましたので、そ

の状況を資料を用いまして、簡潔にご説明申し上げます。 

 資料１ページのほう、３１、１日の状況とございます。四角で囲んでありま

すとおり、電話・対面相談や戸別訪問などは、準備していた体制で滞りなく対

応できました。また、チューナー不足、これ、昨年の７月に全国のときは市場

からチューナーが不足したという事態が生じましたが、そのような問題も生じ

ることなく全体として円滑に推移していたのではないかと考えております。 

 停波の状況といたしましては、３１日１２時にお知らせ画面への移行、２３

時５９分にアナログ停波という予定どおりの停波を行っております。 

 コールセンターへの入電状況につきましては、３県からの入電数が３１日、

土曜日でございますが、約４,７００件でピークとなっております。１日に入り

まして、コール数は１,３００件ということで、３１日のみが大きなピークにな

ったということでございます。主な相談内容といたしましては、チューナーの

取りつけ方、受信機の対応方法、お持ちなんだけれど、どうしていいかわから

ないという方のお問い合わせであるとか、あと、リモコンを実際操作していて

わからなくなったというようなお問い合わせ、あるいは一部チャンネルが見え

ないという受信不良などについてのお問い合わせもございました。 

 また、臨時相談コーナーは、３１日、１日は、土日ではございますが、３県

合計で５４カ所。これは平日と同じレベルで若干多い箇所数を設置しておりま

すけれども、３１日で約５００名の方がいらっしゃっています。前週同日で土

曜日でございますけれども、それよりは２.５倍ぐらいになってございますが、

臨時相談コーナーへのピークというのは、前日の３月３０日、金曜日が来訪者

数のピークになってございます。その後、１日になりまして２５０名に一回減
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りまして、書いてございませんけども、２日月曜日、どうしてもこういう来訪

者、平日が多うございますので、月曜は約６００件、そして、徐々に減ってい

きまして、先週の金曜時点では２６０件ということで、非常に落ちついて対応

ができた状況でございます。 

 ４番、テレビ受信機・チューナーの状況は、先ほど申し上げたとおり、品薄

などの状況はなかったと聞いております。 

 ４月２日以降も、当然いろんなご相談がありますので、それを受ける体制を

整えております。地デジコールセンターを２４時間運用しておりましたが、こ

れは先週の日曜日で終了しております。４月９日以降、平日は９時から２１時、

休日は１８時までということで、引き続き運用しております。臨時相談コーナ

ーも、ゴールデンウイーク前の４月２７日まで設置を続ける予定でございます。

このように相談数は非常に減っておりますけれども、引き続き丁寧な対応をし

てまいりたいと思っております。 

 次の２ページのほうは、今申し上げたようなデータを具体的にやっておると

ころでございますが、参考１の説明は省略させていただきます。 

 参考２のほうで、３月３０日までの対策状況ということでございますが、共

聴施設等のデジタル対応というものはほぼ終わっているということを、先月の

電監審でもご報告いたしましたが、そのような状況が書いてございます。です

から、３０日までに国として準備すべきことはきちんと対応した上で３１日を

迎えたということでございます。 

 最後に、ご参考までに地デジコールセンターのコール数の推移がございます。

３１日土曜日が４,７００件ということでピークでございました。その前日が約

１,７００件でございます。で、４月１日は１,３００件ぐらいに減りまして、

２日以降１,０００件で、４月７日には２５０件、昨日も約２００件ということ

で、こういう形で、ほぼ全国の昨年７月のときと同じようなカーブを描いてお
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りますが、全国のときにおきましては、停波の翌日、７月２４日に停波いたし

まして、２５日、これは月曜日になるんですけれども、これがピークの当日の

半分ぐらいのコール数がありました。ですから、停波前に戻ったというのが２

日間かかったんですけれども、今回につきましては、ごらんいただくように、

翌日の４月１日には停波以前の水準に、通常の水準に戻っているという状況で

ございます。 

 ご報告、以上でございますけれども、３月１４日の電波監理審議会におきま

して、このような準備は順調に進んでいると考えておりますが、非常に大きな

余震が発生するなど、万が一の事態が生じた場合には、３月３１日当日も含め、

緊急にご相談させていただくことある旨、お願いを申し上げてまいりました。

その後、連絡体制の構築など、事務局を通じまして、ご相談を委員の皆様方に

させていただいておりましたが、そのような非常事態も発生することなく無事

に終了することができました。ここまで、最初は、デジタル放送の周波数の割

り当てをはじめ、電波監理審議会の歴代の委員の皆様方には、さまざまな形で

ご指導をいただきながら進めてまいりましたけれども、このように全国におい

て無事にアナログ放送を停波することができましたことをここにご報告させて

いただくとともに、改めまして、委員の皆様方のご指導に感謝申し上げる次第

でございます。 

○前田会長 ありがとうございました。無事終わってよかったですが、今の件

について、ご質問、ご意見ございますでしょうか。 

○原島代理 今回、最後に残った東北３県ということで、無事終了したという

こと、ほんとうによかったと思っておりますが、昨年の７月にほかの地域が終

了しまして、その後、何かほかの地域で今まであまり想定されなかったことが

問題起きて何か対応したとか、そういうことはあったんでしょうか、参考まで

にお聞きしたいと思いますが。 
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○吉田地上放送課長 細かい問題は別といたしまして、一番大きな問題が昨年

７月で、先ほども少し触れましたとおり、市場、つまり、お店からチューナー

がなくなったということがございます。で、昨年７月におきましては、市場か

らチューナーが払底したことを受けまして、臨時相談コーナーのほうで、一台

もまだ地デジ対応していない方に限り、チューナーをお貸しするという取り組

みをしてまいりました。で、東北３県におきましては、市場動向、あくまでこ

れ、お店で売るかどうかというのは民間の話ですので、市場動向を我々、情報

収集するとともに、そういう貸し出しなども実施することによりまして、チュ

ーナーが不足して皆さんが困るような事態を未然に防ぐというような取り組み

をあわせてさせていただきまして、幸い今回は、先週の後半、中盤時点におき

ましても、まだお店でチューナーを売ってる状況ということでございますので、

そういう大きな問題はなかったんですが、私どもとしても、そういうチューナ

ーをお貸しするような対応をとりつつ、取り組んできたところでございます。 

○原島代理 それから、あと、被災地への特別な対応というのは何かあったん

でしょうか。 

○吉田地上放送課長 被災地で共聴施設が壊れたところというものは、それの

改修のための補助というのを、つまり、アナログからデジタルに切りかわって、

またデジタルの施設が壊れたときに、それを復旧させるのに対して補助などを

行っております。 

○原島代理 わかりました。 

○吉田地上放送課長 すいません。あと、チューナー支援、先ほどチューナー

お貸しすると申し上げましたけれども、生活保護世帯や、あと、市町村民税非

課税の方に対しては、チューナーを一個無償でお渡しすると、差し上げるとい

う取組も行ってまいりましたが、その範囲を、被災を受けた方、ある一定の条

件はございますが、被災を受けた方にも拡充しておる。そういう形で支援を行
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ってまいりました。 

○前田会長 ほかには、ございませんか。 

○原島代理 それから、もう一つ、これも参考までなんですが、結果として、

衛星でなければ受信できない難視聴の世帯というのは大体どのぐらいだったん

でしょうか。 

○吉田地上放送課長 これ、全国で約１１万世帯ぐらいでございます。 

○原島代理 １１万世帯ぐらいですね。 

○前田会長 ほかには、よろしゅうございますか。はい。 

 それでは、どうもありがとうございました。 

 以上で、情報流通行政局関係の審議を終了いたします。どうもありがとうご

ざいました。 

（情報流通行政局職員退室） 

 

審理官の意見書等に基づく審議 

 

○広帯域電力線搬送通信設備の型式指定処分に係る異議申立てについて 

 

○前田会長 それでは、審議を再開させていただきます。 

 広帯域電力線搬送通信設備の型式指定処分に係る異議申立てにつきまして、

佐藤審理官と中道審理官から審理に係る意見書及び調書の説明をお願いいたし

ます。 

○佐藤審理官 審理官の佐藤でございます。お願いします。 

 総務大臣が行った広帯域電力線搬送通信設備の型式指定処分に対する電波法

第８３条によるアマチュア無線家グループ等からの異議申立てにつきましては、

昨年９月６日の審理期日において、全ての審理が終了しておりましたところ、
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大変お待たせいたしましたが、本日、当職から正式な調書及び意見書を提出い

たしました。本意見書は、細かい活字で本文だけで４１ページに及ぶ膨大もの

でありまして、証拠関係もかなり多いために、本日はとりあえずその要旨につ

いてのみ口頭で報告させていただきたいと思います。 

 本件事案の概要は、既におわかりかと思いますが、もう一回復習の意味でご

説明いたします。広帯域電力線搬送通信設備、Power Line Communicationとい

うことで、ＰＬＣと略称しておりますが、これは家庭等の屋内の配線を利用し

てインターネットや家電管理等を行う通信ネットワーク機器でございます。平

成１８年１０月４日の無線設備規則の一部を改正する省令及び電波法施行規則

の一部を改正する省令に基づきまして、ＰＬＣ機器メーカーが電波法第１００

条及び電波法施行規則第４６条の２により、総務大臣の型式指定処分を受けま

すと、個々の電波利用許可を受けずにＰＬＣ機器を製造し、販売することがで

きるようになりました。この関係では、総務大臣が情報通信審議会の答申を受

けまして、当電波監理審議会の諮問及び答申を経まして定めた技術基準及び測

定法がございます。この技術基準等はＰＬＣに係る型式指定の審査においては、

通信時の利用周波数帯２ＭＨｚないし３０ＭＨｚにおけるＰＬＣからの漏えい

電波の強度を一定の離隔距離において周囲雑音レベル以下となるように定めて

おります。 

 総務大臣は、平成１８年１０月１２日から平成２２年８月１１日までの間、

このＰＬＣ機器メーカーから型式指定処分の申請を受けました。これは、本意

見書の別紙３でまとめて記載されておりますが、これを審査した結果、すべて

の申請を相当と認め、本件型式指定処分をしまして、総務省告示により告示を

いたしました。 

 異議申立人らは、延べ数にしますと合計３１９名ということになりますが、

同一人が重複して申立てしておりますので、実質は１１５名ということになり
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ます。大きくこれをグループ別に分けますと、第１は、アマチュア無線の開局

免許を取得している者、第２は、この開局免許取得はございませんが、アマチ

ュア無線従事者資格の取得をしている者、そして、第３は、これらのいずれの

資格もないが、単に短波放送の受信をしているということで申立適格を主張し

ている者でございます。 

 これらの異議申立人らは、本件ＰＬＣが２ＭＨｚないし３０ＭＨｚの周波数

を利用していることから、本件型式指定処分の申請者によって、ＰＬＣ機器の

製造販売がなされる結果、これまで同じ周波数を使用してアマチュア無線の送

受信を行い、あるいは短波放送を受信していた異議申立人らが同無線の送受信、

あるいは短波受信が不可能となるか、あるいは著しく困難になるということで、

重大な損害を被ると主張しているものであります。 

 その原因としまして、本件の技術基準、その前提となるその漏えい電波の許

容値の考え方や測定法のいずれにも瑕疵がある。これに基づいて、総務大臣が

行った本件型式指定処分は、いずれも総務大臣に与えられた裁量の範囲を超え、

もしくは濫用したというべきであって、これは違法であるから、本件型式指定

処分を取り消し、本件技術基準及び測定法を見直すべきである、と主張してお

ります。 

 これら各異議事件は、総務大臣から当審議会に付議されましたが、この本件

型式指定処分と総務省告示、これに対する各異議申立て及びこの当審議会の付

議との関係は、この本意見書の３ページ及び４ページと別紙２で整理されてお

ります。 

本件の争点は、本意見書の１６ページにまとめてございますが、大別します

と、異議申立人の申立適格の有無と本件型式指定処分の適法性の問題でありま

す。 

 まず、その申立適格の点でありますが、異議申立人らは、本件型式指定処分
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という、その行政処分の名あて人、つまり行政処分の申請人ではございません

で、いわば、第三の立場で異議申立てをしているわけですから、異議申立人ら

の申立適格が問題になります。ただ、この論点につきましては、まず、短波放

送受信者については、この本報告書の２０ページの５のこの下段の「なお」以

下に記載しております。この中段の５の小括の２段目あたりの「なお」以下に

記載しておりますように、別件であります個人及び短波放送受信者らからの異

議申立事件において、平成２１年６月１６日、総務大臣は、当審議会の答申に

基づきまして、当該申立人には申立適格がないとの理由により異議申立てを却

下しております。これに対して異議申立人から格別行政訴訟の提起もなかった

ために、当該処分は確定しております。 

 また、アマチュア無線の開局免許取得者につきましては、総務大臣が特定の

周波数帯の電波利用を許可したものでありますし、今、申し上げました別件に

おける当審議会の答申内容からしまして、その論理の延長線上の問題としては、

当然これらのものに申立適格を認めるべきものであるというふうに考えており

ます。そうしたことからか、総務大臣も、本件審理の途中でその申立適格を認

める旨の答弁をいたしております。そうしますと、実質的に判断しなければな

らないのは、このアマチュア無線従事者資格の取得者でございます。ただ、こ

れらの者は、自身が開局免許を受けないでも、他の法人の許可のもとで自主的

にアマチュア無線を利用している者もいるようでありますし、また、いつでも

無線開局免許の申請ができる立場の者でありますので、そうした実質的利益を

保護するという点を強調するならば、アマチュア無線開局免許取得者と同じ扱

いでよいのではないかと考えました。 

 総務省の受付段階では、これらの異議申立人ら全員について、その資格が疑

問であるとして、留保付きで異議申立ての受理をしておりますので、これにつ

いての当審議会の判断が必要となります。本意見書では、結論的に短波放送受
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信者の、３名だけでありますが、３名の異議申立てを却下すべきであるとし、

それ以外の異議申立人らの申立てを適法である、ということで結論づけてござ

います。 

 次に、本件処分の適法性の問題ですが、理論上は、本件型式指定処分の個々

の内容は異なるわけでございますが、異議申立人らは、本件型式指定処分の手

続的な瑕疵を主張するものではなく、また、このＰＬＣの製造業者の申請がい

ずれも関係法規に適合するということについては争っておりません。要するに、

異議申立人らは、本件型式指定処分を判断する際の技術基準、その前提となっ

た電磁妨害波のその許容値の考え方やその測定方法に誤りがあると主張するも

のであります。この点は、併合した全事件に共通する争点であります。具体的

な争点とそれに対する当職の判断は、本報告書の２１ページ以下に記載してお

りますが、この辺は専門的な技術論が入りますので、私が要約するよりは、後

で中道審理官に補足説明していただいたほうが適切かと思いますので、私のほ

うは、あえて技術論の詳細は省略し、その結論的な判断だけを申し上げたいと

思います。 

 本報告書３７ページのこの小括に記載しましたように、関係法規によって総

務大臣は、設置許可を要しない通信設備の範囲を限るための技術基準を定める

に当たっては、電波障害の予防措置としての効果や利用を認めた場合の影響等

を総合的に勘案するための裁量が認められているものと解されます。そして、

その裁量を逸脱する場合とは、技術基準を定めるに当たって検討した重要な事

実に誤認があるか、またはその評価が明白に合理性を欠くことにより、技術基

準自体が、電波法の趣旨に照らし著しく妥当性を欠くことは明らかであると認

める場合に限られると解すべきである。こういう考え方を前提にいたします。 

 そして、この技術的基準は、無線通信への障害を予防的に事前規制すること

を基本としておりますが、それのみに頼ることなく、許可した利用設備から万
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が一継続的かつ重大な障害が生じた場合には、総務大臣は電波法１０１条にお

いて準用する第８２条１項に基づきまして、その設備の所有者、または占有者

に対し障害除去についてのその必要な措置、いわば事後的措置を命ずる等の対

応ができるというふうにされております。つまり、事前規制とこの事後的措置

の全体により、能率的な電波の利用の確保を図っていると考えます。 

 こうした法規制のもとで、本件のＰＬＣの関係を見ますと、本件技術基準の

前提となるその漏えい電波の許容値の考え方及びその測定法については、科学

的には別の理論や方策等を考える余地はあるにしましても、全体として合理性

が認められると思われます。何よりも客観的事実として、平成２０年１０月ま

でに約６５万台のＰＬＣが製造販売されていると言われておりますが、これま

で本件異議申立人ら以外から、継続的で重大な電波妨害についての苦情もなく、

したがって先ほどの総務大臣の事後的措置をとった例もないと認められます。

最もこの市販されている全てのＰＬＣ機器には、業者が自発的にではあります

が、漏えい電波の混信防止の装置、ノッチフィルターを挿入しているようであ

りまして、この効果との関係は証拠上必ずしも明らかではございません。しか

し、国がアマチュア無線局に一定の周波数帯につき電波利用を許容したとして

も、これを、いわば聖域として常に他の電波の一時的混信のないことまで保障

したわけではございませんので、仮に異議申立人らの無線局等に一時的混信が

生じたとしても、これは電波利用を許容された者が受忍すべき程度の範囲を超

えてはいないと思料いたします。 

 そうしたことから、当職は、この総務大臣の本件型式指定処分は、法によっ

て与えられた裁量権を逸脱するものではないから、違法とは判断できないと結

論づけました。 

 なお、この本意見書には、私の個別意見を付加しましたが、その理由につき

ましては、ご審議の際にまた必要に応じて補足説明を申し上げたいと思います。 
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 以上、とりあえず簡単でございますけれども、私の意見を申し上げておきま

す。 

○中道審理官 それでは、続きまして、中道のほうから、本件事案のその技術

的争点、それに対する審理官の判断ということで補足をさせていただきたいと

思います。 

 先ほどのご説明にございましたように、本件におきましては、異議申立人ら

の主張は、処分時の判断基準でありますその技術基準の部分に集中しておりま

して、その中での許容値の設定、あるいはその際の測定方法といったところに

瑕疵があるということで、それに基づいて行われた処分が不当であるというこ

とを申し上げております。個別の処分自体を問題にしているということではな

いということでございます。したがいまして、今回の争点の多くは、この技術

基準が設定されました際の理論検討を行っているわけですが、その過程に重大

な誤りが存在するかということでありますとか、あるいは結果として、今、現

実に指定を受けてＰＬＣが普及をしているわけですが、その後の実態によって、

この技術基準の適正性というのは裏づけられるのかどうかといったことの部分

に対しての争いになっております。 

 審理におきましては、この技術的な部分で数々の争点が提示されております

けれども、非常に概括的に集約いたしますと、次の２点ということが言えるか

と思います。 

 １点目は、もともとその理論検討の段階で研究会を開催してやっていたわけ

ですが、無線局への妨害を防ぐために、ＰＬＣを使用した際に電力線から発生

する漏えい電磁波、これが無線局へ妨害を与えるということなんですけれども、

その強さがＰＬＣの使用場所から一定の距離を置いたときに周囲雑音を超えな

いことと、これを目標としています。で、異議申立人らの主張の１点目としま

して、ＰＬＣの雑音と比較される対象になるその周囲雑音、もともと存在する
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雑音の定義ですとか、あるいはそのレベルにつきまして、両者の見解が大きく

分かれているということでございます。 

 異議申立人の主張は、意見書、お手元にあるかと思います。意見書では７ペ

ージのところから、それから、総務大臣によります説明、反論につきましては、

同じく意見書の１２ページ以下に示してございますけれども、結論しまして、

審理官といたしましては、無線局の受信を保護する観点から、周囲雑音の定義

ですとか、あるいは理論検討時のその周囲雑音レベル、ＰＬＣの雑音と比べら

れる周囲雑音レベルの設定については、総務大臣の考え方は適当としました上

で、異議申立人が示しますその実測の結果のデータでありますとか、あるいは

その総務大臣がとった測定法に対する問題点の指摘というのがあるわけですが、

これは、いずれも本件技術基準の妥当性を疑わせるに至らないということで判

断をいたしております。こういった判断につきまして、詳細は意見書の２７ペ

ージ以下のところを御覧いただければと思います。 

 争点の２点目でございますが、本件技術基準におきまして、具体的な規定の

対象になっているものとしましては、電力線に流れます同相電流、当事者の文

章ですとか、あるいは意見書におきましても、コモンモード電流というふうに

称しておりますが、これの許容値及び測定法についてということでございます。

技術基準が要求しておりますのが、特にそのＰＬＣ機器からの信号がコモンモ

ード電流に変換されて漏えい電磁波が発生しやすい、そういった電力線網、特

性が悪いといいますか、そういった電力線網を模擬した回路というのを定めて

おります。これは告示の中で決めておりまして、で、それにその指定を受けよ

うとするＰＬＣ機器を接続した際のコモンモード電流を計測すると。その電流

が技術基準で定めております許容値の範囲内にあることというのが技術基準の

内容でございます。これは、実際に家庭でコンセントにＰＬＣを接続するとい

う場所での測定値ではないことにご注意をいただければと思います。これにつ
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きましても、異議申立人から数々の問題点が指摘されておりまして、また、申

立人自身も家庭を使った実測などもやっておりまして、その結果を引きながら、

この技術基準では、当初目標というふうに言っておりましたその漏えい電磁波

のレベルを抑えることはできないというふうに主張をしていると。結局はその

主張を繰り返ししているということでございます。 

 この点につきまして、異議申立人の主張は、意見書では８ページのところか

らでございます。それから、総務大臣側の説明、反論につきましては、１３ペ

ージ以降のところでまとめてございます。 

 これにつきまして、審理官といたしましては、この異議申立人らが数々指摘

しております漏えい電磁波が増大する要因というのがあるんですが、これはい

ずれも起こる可能性としては否定ができないと。できないんですけれども、そ

ういったことが起こるのは、悪条件が重なった場合に特定の周波数において生

じるということが認められますと。そうなりますと、実際に妨害が発生すると

いう可能性というのは極めて低いのではないかと。そういったことであれば、

先ほども主任審理官のご説明にございましたが、過剰規制を避けるという観点

で、電波法に定めますその事後的措置とあわせて、総体として規制するという

のが適当と。総務大臣はそのようなスタンスをとっているわけですが、そうい

った主張に合理性があるんではないかというふうに判断をいたしました。 

 それから、検討過程におきましても、いろいろなその過程を置いたり、ある

いは屋内の電力線のモデル化といったようなことをやっているわけですが、そ

ういった影響を考慮しましても、許容値の設定等に重大な瑕疵があったとは認

められないということで判断をいたしております。 

 これらの判断、詳細につきましては、意見書では２９ページ以降を御覧いた

だければと思います。 

 まとめて申しますと、ＰＬＣ機器による無線局への継続的かつ重大な障害発
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生というのは、いろんな不確定な要素に影響されるということで、その事前規

制でございます技術基準だけで完全な防止を図るというのは困難な面もござい

ますけれども、ただいま申し上げましたとおり、本件技術基準妥当性を疑わせ

るというほどの瑕疵は認められず、また、結果ということでございますけれど、

型式指定の開始以降、ＰＬＣに起因する重大妨害の申告もないということから、

本件技術基準には一定の合理性が認められるというのが審理を終えての私ども

の判断でございます。 

 意見書の中では、主任審理官の付加意見、最後のところで触れておるんです

けれども、本件ＰＬＣ機器のそういった技術的な影響ですとか、あるいはそう

いうものに対する対策につきましては、まだ学会等の場でも論争があるような

状況でありますし、また、国際機関、ＣＩＳＰＲといったような国際機関にお

きましても、この件の規格の審議というのはいまだ継続中でございます。今後、

こういった動向を注視しまして、必要な場合生じれば、技術基準に適切に取り

組んでいくということは期待されるのではないかというふうに考えております。 

 私からは以上でございます。 

○前田会長 ありがとうございました。本日は、この意見書を提出いただき、

ご説明いただいたわけですが、本格的な議論はこれをベースに、また、本日で

ない別途のところでやるとして、とりあえず質問等があればお願いできますか。 

○原島代理 非常に形式的なこともかもしれませんけれども、意見の結論の３

のところに、「主任審理官は次のとおり意見を付加する」というのは、これは厳

密に言うと、補佐審理官の意見ではないというふうに解釈してよろしいんでし

ょうか。申し訳ございません、形式的なことで。 

○中道審理官 少なくとも私が反対したとか、そういう意味ではございません。 

○佐藤審理官 そういう意味ではございません。私は、主任審理官といっても、

外部の人間として物を見ているのかもしれませんが。本件処分により規制され
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ている数値の範囲内で、全部のＰＬＣメーカーが自発的というのですけれども、

ノッチフィルターを付けているのです。そのノッチフィルターを付加した結果、

客観的に被害が出ていないのかどうか、それとは関係がなく規制の効果として

被害が出ていないのか、その点の因果関係がわからないのです。で、私は、メ

ーカーはもっと胸を張ってその規制の上限までの数値でＰＬＣ製品を作って、

どんどん販売してもいいじゃないか。行政は、そういう事ができるような環境

を作ってやることも大事ではないか、と思うのです。しかし、これは、あくま

で個人的意見ともいえますし、そこまで行政内部の皆さんを巻き込む必要はな

いだろうと思いまして、まあ、主任審理官の意見という形で出しておこう、と

いうことにいたしました。 

 さらに付言しますと、総務大臣に対する平成１８年６月の情報通信審議会の

答申において最後のほうに書いてあるですが、今後、ＰＬＣ設備が実用に供さ

れた段階で無線利用との共存状態について把握し、必要に応じて許容値及び測

定法を見直すことが重要である、と書いてあるのですね。ですから、私は、見

直した結果、同じ結果になってもいいと思うのですが、まあ、こういう答申も

ありますから、この機会にもう一回検討していただき、この規制に理論上のお

墨つきを与えて、メーカーにもっと胸を張ってどんどん販売してもらったらど

うかと、こういうに考えたのが私の意見でございます。 

○前田会長 ほかにはどうでしょうか。 

○山本委員 １つよろしいですか。今、伺っただけですので、全く大まかなこ

とを伺うだけしかできないのですけど、３７ページから３８ページのまとめの

部分で、一般論として①、②、③というのが書かれていて、で、以上、①ない

し③の考え方を前提にすると、本件ではこうなりますという形で書かれてござ

います。で、今伺っただけの印象ですと、②と③の部分は非常に結論を出すの

に影響しているのかなと。つまり、事前にすべて完全、パーフェクトな規制を
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するというのではなくて、問題が起きたときにそれに対処すると、事後的に規

制をするということと、組み合わせて規制のあり方を考えるべきであるという

ことと、それから、完全に全く無害にというんじゃなくて、個別に対処すると

いうことをやはり考えて規制を行うべきだという、これはわかるのですけど、

①の部分というのは、気持ちはよくわかるのですけど、この重大な事実の誤認

があるか、または評価、目安の合理性を欠くことによりというのは、行政裁量

の枠組みだと思うのですが、これがかなりこの結論を出すのに強く影響してい

るのかどうかということをお伺いしたいんですけど。 

○佐藤審理官 ここは、ちょっと表現がいいかどうかは別として、私は、測定

法にしても、許容値の考え方にしても、科学的には多様な方法があるのだと思

うのです。例えば、漏えい電波の被害の有無・程度ということを重視すれば、

その電波の到達時点で、到達時における電界強度を測定するという方法が一つ

の合理的方法であろうと思うのです。たしか、参考人は海外でもこの方法でや

っているという話でした。で、今回、総務大臣がとった方法は、漏えい電波を

発する地点のほうから測定しています。で、科学的には両方あり得ると思うの

です。で、そこをどういうふうに総務大臣が採るかどうか、つまり行政行為と

してどの方法を採るかは、そこは裁量権の範囲内じゃないか、と考えたわけで

す。 

 それから、さらに本件で厄介なのは、ＰＬＣの製造業者が申請をして処分に

基づき製造したものが、実際どこに設置されることになるのか、これは不特定

の消費者が使用するわけですからわからないわけですね。一方、申立人らの無

線局のほうも、これは場所を特定して許可しているわけではないから、どこに

でも設置される可能性があるわけです。ですから、漏えい電波を発信する側の

ほうも、受ける側のほうも、その場所を移動している。そうすると、その規制

方法としては科学的にいろいろな考え方があり得るわけです。いろんな考え方
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があるが故に、電波法は１００条１項から以下で、これを規則に委任してるの

ではないか。そうすると、総務大臣はこの範囲内で裁量権を持っていることに

なる。ですから、科学者から見れば、Ａという方法がいいのかもしれないけど

も、仮にその行政がＢという方法をとったとしても、それも一つの合理的方法

ならば、裁量権は別に逸脱してないんじゃないかと。そういう裁量があるとい

うことをまず前提にして考える、いうことであります。 

 そして、２、３と言ったのは、２のほうは、要するに、この規制の方法とし

て事前規制と事後規制の方法があるということと、それから、３のほうは、ち

ょっと言いたかったのは、最終的には、環境訴訟と同じように、被害を主張す

る国民の受忍限度論だと思うんです。国民側のほうから見れば、１００％権利

保障してもらえばいいわけですけども、これは、互いに共存するという点から

見ると、自ずと我慢しなきゃならない限度がある。そうした意味の受忍限度論

があるんだということを３で言おうとしたわけです。 

 ちょっと少し舌足らずかもしれませんが、趣旨としてはそういう気持ちでご

ざいます。 

 

閉    会 

 

○前田会長 では、これで電波監理審議会は、本日はこれにて終了させていた

だきます。ということで、どうもありがとうございました。 
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